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1. はじめに 

現在，福島第一原子力発電所内での緊急課題である汚染水対策に大きく寄与しているのは，地盤工学分野で培われ発

展してきた技術である．具体的には，地下水流動予測や凍結工，薬液注入，粘土系遮水技術，表層処理，地下水くみ上

げ工が，それである．地盤工学では，常に，現場で使用することを前提とした技術開発を行っており，上記の実際の対

応は，その前提に基づく技術開発の有効性に起因するものと考えられる．しかし現状は，我々，地盤工学・土木工学を

専門とした技術者が主体的に係わっているとは言い難い．上記の地盤工学技術を使用する上では，その特長と弱点を理

解しながら，適用することが肝要である．その意味では，地盤工学技術が適切に使われているか否かという点では，不

十分な状況と言わざるを得ない．2014 年 5 月，地盤工学会では「福島第一原子力発電所汚染水問題に関する会長特別懇

談会」を設置し，今後の原子力発電所廃止措置に向けた人材の育成の必要性について強く主張してきた．第一著者は，

本懇談会の座長であることから，地盤工学会が開始した原子力発電所廃止措置に向けた人材育成プロジェクトについて，

その概要を紹介する． 

2. 地盤工学の観点からの原子力発電所廃止措置に向けた人材育成プロジェクト 

地盤工学は，前述のように，被災した福島第一原子力発電所構内において発生している汚染水の対策に寄与している

のみならず，廃止措置に至る今後の過程でも，作業環境の長期予測と対策，燃料デブリ取出しにおけるボーリング技術

や地下掘削技術，放射性廃棄物処分の技術開発で培われた技術を活用した構内における事故由来の放射性廃棄物の仮置

きや処分において，重要な役割を果たすことができる．一方，地盤工学・土木工学の専門家・技術者の多くは，一般公

共事業への貢献を主な目的として技術開発を行っており，必ずしも原子力工学分野に詳しくないのも事実である．すな

わち，地盤工学・土木工学の専門家・技術者の多くは，福島第一原子力発電所の燃料デブリ取出しから廃止措置に至る

まで，貢献できる基本的技術を保有しているにもかかわらず，原子力工学分野の求めている事項を認識していないが故

に，直接的な貢献ができていないのが実情と考えられる． 

また，多くの土木工学系学科においては，一般公共事業への貢献を念頭に置いた技術者教育が展開されている．今後

40 年にもわたる福島第一原子力発電所の燃料デブリ取出しから廃止措置までの工事に寄与できる人材を育成するために

は，従来型の地盤工学・土木技術者教育に加えて，原子力工学分野の知見・教育事項を取り入れた新しいカリキュラム

の構築と実践が必要不可欠である．具体的には，20 世紀に地盤工学・土木工学が大いに貢献してきた原子力発電所の建

設技術に加え，原子力発電所の立地・建設から放射性廃棄物処分，廃止措置までを一貫して担うことのできる教育プロ

グラムを構築することが必要である．これにより，現況改善の対策，燃料デブリ取出しから廃止措置までを地盤工学・

土木工学の観点から貢献する技術産業を創出し，若者が将来の職業として魅力を感じる産業の育成を行い，東京電力福

島第一廃炉推進カンパニー等への人材輩出および実効的な技術支援を行うことができる． 

以上のような背景と実情を打開することを目指して，2014 年 6 月現在，「東京電力(株)福島第一原子力発電所 1～4 号

機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」（原子力災害対策本部 東京電力福島第一原子力発電所廃炉対策推進会

議 平成 25 年 6 月 27 日）を踏まえて，地盤・地下水調査，建設施工，モニタリング，処分技術の専門家としての観点

から，地盤工学会では，福島第一原子力発電所からの燃料デブリ取出しから廃止措置までに求められる技術の開発にお

いて基礎となる基盤研究の選定と予備検討，研究体制の構築，また最終的な研究のゴールである人材育成に関するプロ

グラムのプロトタイプの構築を進めている． 
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技術開発の基礎となる基盤研究としては，燃料デブリ取出

しから廃止措置までの期間，作業空間の安全性確保を今後 40

年間，維持しなければならないことから，「①高度かつ緻密

な地下水調査・地下水流動解析技術による広域な現況評価と

将来予測」，地盤工学において多数の実績を有するボーリン

グ技術を含む地下掘削技術を燃料デブリ取出し技術に応用す

る観点から「②遠隔操作によりトンネル掘削が可能なシール

ド・TBM(トンネル・ボーリング・マシン)技術を活用したデ

ブリ取出し技術と高空間放射線量環境での作業改善のための地下基地建設技術の開発」，さらに燃料デブリ取出し後に

引き続き実施される原子炉建屋の解体に伴い発生する放射性廃棄物の処分などを具体的に実施するための「③放射性廃

棄物処分で開発してきた地盤工学技術を活用したデブリの処分方法と原子炉建屋デコミッショニング技術の開発」を挙

げた（図 1 参照）． 

また原子力工学分野と地盤工学との融合教育の観点から，土質系遮水材料や重泥水等の放射線遮蔽性能についての予

備的な実験的調査および「地盤工学の英知を結集した福島第一原子力発電所廃止措置技術」教育プログラムの試作を行

うことを，具体的な目標としてプロジェクトを進めている．図 2 は，早稲田大学，西武建設，ホージュン，テルナイト

およびソイルアンドロックエンジニアリングの平成 25 年度共同研究で実施したベントナイト系重泥水のガンマ線と中性

子線の遮蔽実験の様子である．重泥水等土質系材料の放射線遮蔽性能を確認すると共に，土質系材料の放射線遮蔽実験

が，学部教育レベルの実験実習として実施できることを確認した．その成果は，2015 年 3 月現在，取りまとめ中であり，

今後，各種学会で学生が発表予定である．地盤工学分野の講義カリキュラムとしては，表 1 に示すようなものが考えら

れる．今まで，個々に教授されてきた基礎的な学術内容を原子力発電所の廃止措置というキーワードで連結した新しい

学問体系として構築することを目指している． 

3. まとめ 

本論文では，事故を起こした福島第一原子力発電所の廃止措置に向けた地盤工学的技術開発と人材育成プログラムの必

要性を述べた．このプロジェクトは緒についたばかりである．地盤工学会研究発表会等の定期的な学術発表会で，精力

的に成果の発信を行うとともに，多くの学会と協同して，サマーセミナーや共催シンポジウムやワークショップを開催

し，廃止措置に向けた新しい世代の人材育成を進めていく所存である． 
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図 2 放射線遮蔽実験の様子 

表 1 必要と思われる地盤工学の教育分野 

分野 目的 学術内容 

地盤力学 被災した原子炉建屋の

力学的安定性評価 

安定解析，原位置調

査 

地盤環境工

学 

40年間に亘る地下水環

境，地下環境の予測と

調査，モニタリング 

現地調査，モニタリ

ング，数値解析，環

境影響評価 

地盤材料学 放射線遮蔽土質系材

料，燃料デブリ取出し

のための地盤改良 

新しい土質系材料，

放射線遮蔽重泥水・

流動化処理土 

地盤施工学 燃料デブリ取出しやデ

コミッショニングのた

めの建設技術 

トンネル掘削，ボー

リング技術，遮水工

技術，充填技術，処

分技術，土壌修復 

 
図 1 福島第一原子力発電所の燃料デブリ取出しから廃止措置における地盤工学分野の個別基盤研究のイメージ 

（放射性廃棄物地下埋設処分に資する学術的知見・要素技術が活用できることを意図して示した概念である．） 
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